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１. 研究の背景と目的 

2035 年には団塊の世代が全員 85 歳以上になり、死亡者

数が 160 万人を超えるという経験したことのない多死社

会が到来する。これにより大都市圏では、地方からの流

入者の墓地ニーズが拍車をかけ、墓地の用地取得が難し

く墓地不足が見込まれる。こうしたなか、近年、霊園墓

地に変わる選択肢として生活圏内での納骨堂の新設が増

加している。納骨堂は寺院内の低層なものから「ビル型

納骨堂」と称される高層なものまで存在する。ところが

大都市圏に立地する「ビル型納骨堂」は、高層であるが

故に周辺の眺望を損なったり、近隣環境のイメージの低

下に繋がるなどの理由で、建設の反対運動が頻発し軋轢

を生じる場合も少なくない。 

そこで本研究では、現状の大都市圏のビル型納骨堂の

立地と運営実態を分析整理し、周辺環境と共存するビル

型納骨堂の建設プロセスにおける課題を明らかにするこ

とを目的とする。この目的のもと、本報では大都市圏に

おけるビル型納骨堂の実態と建築計画における課題の所

存を整理する。 

 

２. 研究の方法 

一連の研究のうち、本稿では以下の方法にて分析する。

１）筆者らが 2018 年 6 月に行った納骨堂の実態調査の結

果と、2021 年 9 月における納骨堂数の推移を比較および

分析する。比較は東京 23 区内と大阪市内の納骨堂数の変

化、納骨堂の階数などとする。２）納骨堂を実際に設計

した経験のある設計者、ビル型納骨堂を運営する宗教法

人、納骨堂を持たない宗教法人へのヒアリング調査。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３. 納骨堂数の近年の推移と傾向 

図 1 に納骨堂の推移を示す。東京都は 250 施設（1996

年度）から 442 施設（2020 年度）で約 1.76 倍、大阪市は

78 施設から 143 施設で約 1.83 倍の増加となっている。

2010 年度から 2020 年度の増加率をみると、東京都は 1.27

倍、大阪市は 1.41 倍の増加となっている。このことから

も、納骨堂の建設は大都市圏だけでなく地方都市におい

ても、今後、増加することが予測される。 

 より詳細な分析を行うため、株式会社鎌倉新書が運営

している Web サイト「いいお墓」の掲載内容により 23 項

目の調査内容についてデータを収集した。同サイトで東

京 23 区と大阪市の納骨堂を検索したところ、2021 年 9 月

時点において、東京 23 区は 142 施設、大阪市は 33 施設

の掲載があった。なお、2018 年 6 月時点での同サイトで

の掲載数は、東京 23 区は 67 施設、大阪市は 10 施設であ

った。このことからも、大都市圏での納骨堂のニーズは

増加していると推察される。 

図 2 と図 3 に 2018 年から 2020 年の納骨堂数の変化を

示す。いずれも 3 年で件数が急増しているが、図 2 の東

京 23 区では港区、新宿区、台東区、図 3 の大阪市内では 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 納骨堂の推移（東京都と大阪市の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 納骨堂数の変化（東京 23 区内） 

 

図 3 納骨堂数の変化（大阪市内） 
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天王寺区で特に顕著であり、大都市圏の中でも納骨堂が

立地する地域は限定されており、そのような地域では、

近年、集中的に建設されたことがわかる。大都市の納骨

堂は公共交通機関から徒歩 5 分圏内に立地する傾向があ

る。そのなかでもビル型の納骨堂の特徴を 2018 年のデー

タを用いて示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 に納骨堂の階数を示す。2012 年に「墓地、埋葬等

に関する法律」が改正され指導・監督権限がすべて市及

び特別区に移譲されたことを受けて、2013 年前後で比較

する。2013 年以降は 5 階以上のものが 5 割を超えて開設

されていることが分かる。そこで 5 階以上のものを「ビ

ル型納骨堂」と本研究では定義する。 

 

４. ヒアリング調査にもとづく考察 

 表 1 に実際に納骨堂の設計を手掛けた経験のある建築

家へ行ったヒアリング調査の内容を示す。設計依頼を受

けるまでのプロセスでは、両設計者ともに納骨堂の自動

搬送機器メーカー（以下、メーカー）から設計依頼を受

けていることがわかる。このうち設計者 B は、これまで

手掛けた 2 つの事例ともにメーカーからの依頼であった

と述べている。クライアントである宗教法人からメーカ

ーへ納骨堂の建設の相談あり、その際はメーカーが施主

の要望に適した建築家を紹介する場合もあることがわか

った。クライアントからの要望では、両設計者ともクラ

イアントである宗教法人から“寺院らしいデザインとす

る”という要望があり、設計者がこれに応答する形で設

計する上で最も重要視した点として、設計者 A は“寺院

らしさを感じさせ地域のシンボルとなる”とし、設計者 B 

 

 

 

 

 

図 4 納骨堂の階数（墓埋法改正前後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

は“近隣住民と礼拝に来られる方に配慮し、地域に違和

感のないデザイン”と述べており、周辺環境や地域住民

に対する配慮を重要視していることがわかった。また、

ビル型納骨堂を運営する宗教法人と納骨堂を持たない宗

教法人へのヒアリング調査により、納骨堂の外観デザイ

ンは、両者ともにある程度宗教観をもったものとするこ

とで、周辺環境とより良い関係をつくり、檀家の居場所

を築くことができる可能性を示唆している。一方で、大

都市圏の O 市に建設されたビル納骨堂を巡って起きてい

る訴訟事件の事例のように、一見すると事務所ビルのよ

うなデザインに工夫を凝らしたとは言い難い納骨堂が散

見されることも現地調査などからも明らかとなっている。 

 

５. 考察 

本研究により、ビル型納骨堂を周辺環境と共存させる

ために必要な要素として、「建物のデザイン性・檀家だけ

でなく近隣住民の居場所づくり」があることがわかった。

また、ビル型納骨堂の建設プロセスにはメーカーや販売

会社の関わりが少なくないことを推し量ることができた。 
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表 1 設計者へのヒアリング調査 
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